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Ⅰ．解析の概要 

（1）目的 

 休業 4 日以上を伴う労働者死傷病報告における負傷に起因する「災害性腰痛」及び負傷によら

ない業務上の「非災害性腰痛」（以下、両者を併せて業務上腰痛と記載。）は、新型コロナウィルス

感染症に関連する疾患を除くと業務上疾病の約 6 割を占める状況にあり、労働者の安全及び健康

を考える上で重要な課題となっている。 

業務上腰痛への対策を講じるには、まずその発生状況を的確に把握することが不可欠である。

なかでも、業務上腰痛の約 4 分の 1 を占める重量物取扱作業の実態及び業務上腰痛の約 3 分の

1 を占める保健衛生業における介助作業の実態を把握することは重要である。 

そこで本報告書では、①取扱い重量値と業務上腰痛の重症度の関係（以下、①と記載。）及び

②業務上腰痛の発生に関わる介助作業の実態（以下、②と記載。）について検討したので、その

結果を報告する。①については、休業見込日数が長いほど重度な腰痛と考えられることから、休

業見込日数と取扱い重量値との関係について検討した。②については、保健衛生業の大部分を

占める、社会福祉施設及び病院で行われている介助作業に着目した。 

なお本件は、厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課からの災害分析協力依頼に基づ

き、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所のプロジェクト研究「腰痛予防と

持ち上げ重量に関する研究」（研究期間：令和 3～6 年度）において実施した。 

 

（2）解析対象 

本報告書は、厚生労働省から提供された労働者死傷病報告（休業 4 日以上）の電子データに加

え、紙で提供された同報告に記載のあった災害発生状況及び原因についての自由記述と発生時

の状況を図示した略図の内容を元に作成した。 

電子データ部分の解析に関しては、既に令和 3 年 9 月に「平成 30 年及び令和元年労働者死

傷病報告における業務上腰痛の発生状況に関する報告書」としてまとめている。このことから、本

報告書では、自由記述と略図の内容から新たに得られた①と②の結果を報告する。 

 対象は、平成 30（2018）年及び令和元（2019）年において、全国の事業場から労働基準監督署

に提出された労働者死傷病報告のうち、休業 4 日以上を伴う業務上腰痛 10,208 件（平成 30 年：

5,043 件、令和元年：5,165 件）とした。 

①では、重複データ 20 件、記載不十分なデータ 335 件、重量値未記載のデータ 2,623 件、重

量物の持ち上げ・下げ・運搬以外のデータ 4,802 件、非災害性腰痛 10 件を除外した 2,418 件を解

析対象とした（附図 1）。さらに、そのデータを取扱い重量値が<10kg（439 件）、10–20kg（898 件）、
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20–30kg（611 件）、≧30kg（470 件）の 4 グループに分割した。ここでは、災害性腰痛と非災害性腰

痛における発生メカニズムの違いを勘案して、業務上腰痛の大半を占める災害性腰痛にのみデー

タを限定した。ただし、タイトルは、一貫性を持たせるため、業務上腰痛と記載している。 

 ②では、重複データ 20 件、介護・看護・保育以外のデータ 7,330 件、社会福祉施設及び病院以

外のデータ 113 件、介助内容が不明なデータ 23 件を除外した 2,722 件を解析対象とした（附図

2）。さらに、そのデータを（A）社会福祉施設での移乗介助（1,175 件：以下、A グループと記載。）、

（B）社会福祉施設での移乗以外の介助（1,031 件：以下、B グループと記載。）、（C）病院での移乗

介助（238 件：以下、C グループと記載。）、（D）病院での移乗以外の介助（278 件：以下、D グルー

プと記載。）の 4 グループに分割した。 

①の解析対象項目は、電子データから抽出した労働者の年齢、性別、経験年数、業種（大分

類）、休業見込日数及び自由記述と略図から抽出した重量物の取扱い状況（持ち上げ・下げ、運

搬）、重量値、作業姿勢（適切な姿勢、ひねった姿勢、前屈姿勢、中腰姿勢、その他の姿勢）とした。 

 ②の解析対象項目は、電子データから抽出した労働者の年齢、性別、経験年数、業種（大分類、

小分類）、休業見込日数及び自由記述と略図から抽出した介助場面、介助方法、移乗介助の介

助元と介助先、業務上腰痛の発生曜日、発生時間、発生時の作業人数、移乗用福祉用具（リフト、

スライディングシート、スライディングボード）の使用状況とした。 

 

（3）解析方法 

 解析では、①及び②の解析対象項目について、単純集計及びクロス集計後に χ2 検定を実施し

た。 

その後、①では、休業見込日数と重量値との関係を明らかにするために、従属変数を休業見込

日数（4–7 日［参照］、8–14 日、15–30 日、≧31 日）、独立変数を持ち上げ・下げ・運搬を行っている

重量値（<10kg［参照］、10–20kg、20–30kg、≧30kg）、調整変数を性別、年齢、業種（大分類）、作

業姿勢とした多項ロジスティック回帰分析を用いて、各休業見込日数のオッズ比（OR）と 95%信頼

区間（95%CI）を算出した。休業見込日数は、長いほど重度な腰痛とみなした。 

②では、A～D の 4 グループと介助場面（食事、入浴、トイレ、おむつ交換、臥位、座位、立位、

歩行、送迎、医療サポート、保育、その他）ごとの業務上腰痛をクロス集計後に χ2検定にて解析し、

有意差が認められた場合、残差分析にてグループ間の比較を行った。また、A～D の 4 グループ

と介助場面ごとの休業見込日数を Kruskal–Wallis 検定（3 水準間以上の比較）及び Mann–

Whitney U 検定（2 水準間の比較）にて解析し、グループ間及び介助場面間の比較を行った。

Kruskal–Wallis 検定にて有意差が得られた場合、Dunn–Bonferroni 検定にて 2 水準間の比較を行

った。さらに、A～D の 4 グループと介助場面の関係を明らかにするために、コレスポンデンス分析
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を実施し、その後、その分析で得られた x 座標と y 座標を変数とした階層クラスター分析にて、介

助場面をグループごとに分類した。 

 なお、平成 30 年及び令和元年のデータは、同様の傾向を示したことから、2 年分のデータを併

せて解析し、結果を掲載している。 

 

（4）結果の概要 

 ①では、休業見込日数 31 日以上のオッズ比が、休業見込日数 4～7 日と比較して、取扱い重量

値が重くなるほど大きくなった。特に、30kg 以上の重量値において顕著に表れた。一方、休業見

込日数 8～14 日及び 15～30 日では、休業見込日数 4～7 日と比べて、重量値との間に有意な関

係は認められなかった。休業見込日数 31 日以上の者は、重度な腰痛であると考えられる。このこと

から、30kg 以上の重い重量物の取り扱いは、災害性腰痛の重症度リスクを高め、休業期間を延長

させる要因になると示唆された。 

 ②では、社会福祉施設及び病院における業務上腰痛の半分が、移乗介助において発生してお

り、特に食事、入浴、トイレ介助中に多かった。社会福祉施設では、入浴、トイレ、保育、オムツ交

換、臥位、立位、座位、歩行、送迎といった移乗以外の介助においても業務上腰痛が多く発生し

ていた。また、病院では、臥位、オムツ交換、医療サポート、座位いった移乗以外の介助において

業務上腰痛が多く発生していた。これらの結果は、腰痛予防対策を移乗介助に限定すべきではな

いことを示唆している。さらに、業務上腰痛の大半は、日勤帯における 1 人作業において発生して

いた。社会福祉施設及び病院における業務上腰痛を減らすには、上記の介助作業を中心に腰痛

予防対策を講じていく必要がある。 

 

（5）解析担当者 

 独立行政法人労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 

  研究推進・国際センター 首席研究員     岩切 一幸 

  産業保健研究グループ  部長       佐々木 毅 

  研究推進・国際センター 短時間勤務職員    三木 圭一 
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Ⅱ．解析結果 

Ⅱ－1．業務上腰痛の重症度と重量値の関係 

（1）業務上腰痛者の基本情報 

 表 1 に①の取扱い重量ごとの業務上腰痛者の基本情報を示す。業務上腰痛者の平均年齢は

40.8 歳（標準偏差：12.6 歳）、平均経験年数は 5.2 年（7.1 年）、平均休業見込日数は 22.5 日（28.3

日）であった。重い重量物を取扱う労働者は、軽い重量物を取扱う者に比べて男性が多く、また適

切な姿勢にて作業し、建設業及び運輸交通業に従事していた。休業見込日数に関しては、重い

重量物を取扱う労働者ほど≧31 日の休業見込日数が多く、4–7 日の休業見込日数が少なかった。

年齢及び経験年数に関しては、取扱い重量グループ間に有意差は認められなかった。 

 

（2）休業見込日数と重量値等の関係 

 表 2 に多項ロジスティック回帰分析による休業見込日数及び取扱い重量の関係を示す。多項ロ

ジスティック回帰分析の結果、休業見込日数 8–14 日及び休業見込日数 15–30 日と重量値の間に

有意な関係は認められなかった。一方、休業見込日数≧31 日のオッズ比は、休業見込日数 4–7 日

に比べて、取扱い重量が重いほど大きくなった。特に、≧30kg の重量物を取扱う労働者は、<10kg

を取扱う者に比べて、有意に大きいオッズ比を示した（OR：1.75，95%CI：1.11–2.77）。また、20–

30kg の重量物を取扱う労働者は、<10kg を取扱う者に比べて、オッズ比が大きくなる傾向を示した

（OR：1.51，95%CI：0.98–2.31）。 

 調整変数に着目すると、休業見込日数≧31 日における年齢及び業種（大分類）は、休業見込日

数と有意な関係を示した。休業見込日数≧31 日のオッズ比は、休業見込日数 4–7 日に比べて年

齢が高いほど大きくなり、特に≧60 歳（OR：4.43，95%CI：2.66–7.37）において顕著であった。また、

建設業（OR：2.24，95%CI：1.21–4.15）及び接客娯楽業（OR：2.04，95%CI：1.18–3.54）では、製造

業に比べて、有意に大きいオッズ比を示した。 
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表 1 取扱い重量ごとの災害性腰痛者の基本情報 

 

<10kg
(n = 439)

10–20kg
(n = 898)

20–30kg
(n = 611)

≧30kg

(n = 470)

性別

男 220 (50.1) 514 (57.2) 470 (76.9) 427 (90.9) <0.001

女 219 (49.9) 384 (42.8) 141 (23.1) 43 (9.1)

年齢

<30歳 95 (21.6) 184 (20.5) 132 (21.6) 97 (20.6) 0.802

30–39歳 107 (24.4) 238 (26.5) 161 (26.4) 144 (30.6)

40–49歳 127 (28.9) 257 (28.6) 166 (27.2) 118 (25.1)

50–59歳 66 (15.0) 140 (15.6) 94 (15.4) 76 (16.2)

≧60歳 44 (10.0) 79 (8.8) 58 (9.5) 35 (7.4)

経験年数

<1年 135 (30.8) 272 (30.3) 174 (28.5) 138 (29.7) 0.429

1–3年 110 (25.1) 207 (23.1) 139 (22.7) 85 (18.1)

3–5年 61 (13.9) 113 (12.6) 79 (12.9) 70 (14.9)

5–10年 66 (15.0) 144 (16.0) 98 (16.0) 84 (17.9)

≧10年 67 (15.3) 162 (18.0) 121 (19.8) 93 (19.8)

業種

製造業 103 (23.5) 252 (28.1) 188 (30.8) 119 (25.3) <0.001

建設業 12 (2.7) 27 (3.0) 41 (6.7) 48 (10.2)

運輸交通業 43 (9.8) 124 (13.8) 100 (16.4) 104 (22.1)

貨物取扱業 13 (3.0) 36 (4.0) 18 (2.9) 12 (2.6)

商業 173 (39.4) 271 (30.2) 140 (22.9) 74 (15.7)

接客娯楽業 39 (8.9) 62 (6.9) 31 (5.1) 28 (6.0)

清掃・と畜業 16 (3.6) 20 (2.2) 19 (3.1) 20 (4.3)

その他の事業 40 (9.1) 106 (11.8) 74 (12.1) 65 (13.8)

作業姿勢

適切な姿勢 240 (54.7) 578 (64.4) 408 (66.8) 334 (71.1) <0.001

ひねった姿勢 63 (14.4) 96 (10.7) 55 (9.0) 37 (7.9)

前屈姿勢 34 (7.7) 77 (8.6) 36 (5.9) 20 (4.3)

中腰姿勢 41 (9.3) 52 (5.8) 41 (6.7) 30 (6.4)

その他の姿勢 61 (13.9) 95 (10.6) 71 (11.6) 49 (10.4)

休業見込日数

4–7日 160 (36.4) 303 (33.7) 200 (32.7) 144 (30.6) 0.034

8–14日 128 (29.2) 274 (30.5) 155 (25.4) 125 (26.6)

15–30日 105 (23.9) 211 (23.5) 165 (27.0) 120 (25.5)

≧31日 46 (10.5) 110 (12.2) 91 (14.9) 81 (17.2)

p値：χ2検定．

取扱い重量

p値n (%)
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表 2 多項ロジスティック回帰分析による休業見込日数及び取扱い重量の関係 

 

  

OR (95%CI) p値 OR (95%CI) p値 OR (95%CI) p値

取扱い重量
<10kg 1.00 (Referene) 1.00 (Referene) 1.00 (Referene)

10–20kg 1.11 (0.83-1.48) 0.488 1.05 (0.77-1.42) 0.776 1.28 (0.86-1.91) 0.229

20–30kg 0.92 (0.67-1.27) 0.617 1.16 (0.83-1.61) 0.398 1.51 (0.98-2.31) 0.060

≧30kg 1.00 (0.71-1.43) 0.983 1.10 (0.76-1.59) 0.598 1.75 (1.11-2.77) 0.016

（調整変数）
性別

男 1.00 (Referene) 1.00 (Referene) 1.00 (Referene)

女 0.95 (0.75-1.20) 0.647 0.94 (0.73-1.21) 0.625 0.87 (0.64-1.20) 0.393

年齢
<30歳 1.00 (Referene) 1.00 (Referene) 1.00 (Referene)

30–39歳 0.98 (0.73-1.31) 0.896 0.94 (0.69-1.28) 0.688 1.52 (1.01-2.28) 0.042

40–49歳 1.10 (0.82-1.48) 0.507 1.23 (0.91-1.67) 0.186 1.51 (1.00-2.28) 0.048

50–59歳 1.36 (0.97-1.92) 0.078 1.49 (1.04-2.14) 0.029 2.10 (1.33-3.32) 0.002

≧60歳 1.29 (0.82-2.03) 0.280 2.03 (1.31-3.17) 0.002 4.43 (2.66-7.37) <0.001

業種

製造業 1.00 (Referene) 1.00 (Referene) 1.00 (Referene)

建設業 1.14 (0.65-2.02) 0.651 2.33 (1.40-3.88) 0.001 2.24 (1.21-4.15) 0.010

運輸交通業 1.08 (0.78-1.50) 0.656 1.08 (0.77-1.52) 0.652 1.50 (0.99-2.27) 0.055

貨物取扱業 1.25 (0.71-2.19) 0.438 1.05 (0.57-1.93) 0.889 0.34 (0.10-1.14) 0.080

商業 0.94 (0.71-1.25) 0.676 0.82 (0.61-1.10) 0.180 1.15 (0.79-1.66) 0.471

接客娯楽業 1.13 (0.71-1.80) 0.608 1.42 (0.89-2.26) 0.138 2.04 (1.18-3.54) 0.011

清掃・と畜業 0.94 (0.49-1.80) 0.849 1.19 (0.64-2.24) 0.580 1.21 (0.56-2.61) 0.629

その他の事業 1.51 (1.06-2.16) 0.022 1.18 (0.81-1.73) 0.391 1.52 (0.95-2.41) 0.080

作業姿勢
適切な姿勢 1.00 (Referene) 1.00 (Referene) 1.00 (Referene)

ひねった姿勢 0.95 (0.68-1.34) 0.783 0.76 (0.53-1.10) 0.147 0.95 (0.61-1.46) 0.802

前屈姿勢 0.69 (0.46-1.04) 0.077 0.73 (0.48-1.12) 0.145 0.65 (0.37-1.14) 0.132

中腰姿勢 0.93 (0.61-1.41) 0.730 1.05 (0.69-1.59) 0.833 0.78 (0.45-1.38) 0.394

その他の姿勢 1.05 (0.75-1.46) 0.778 1.05 (0.74-1.48) 0.787 1.23 (0.82-1.86) 0.324

休業見込日数8–14日

（参照：4–7日）

休業見込日数15–30日

（参照：4–7日）

休業見込日数≧31日

（参照：4–7日）

OR：オッズ比，95%CI：95%信頼区間，調整変数：性別，年齢，業種（大分類），作業姿勢．
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Ⅱ－2．業務上腰痛の発生に関わる介助作業 

（1）業務上腰痛者の基本情報 

 表 3 に②の社会福祉施設及び病院における業務上腰痛者の基本情報を示す。社会福祉施設

及び病院ともに女性の割合が多かった。業務上腰痛者の平均年齢は、A グループが 43.0 歳（標

準偏差：13.6 歳）、B グループが 42.6 歳（12.9 歳）、C グループが 40.6 歳（12.7 歳）、D グループが

40.2 歳（11.4 歳）であった。社会福祉施設では、病院に比べて 60 代以上の者が多く、30 代が少

なかった。平均経験年数は、A グループが 4.8 年（5.3 年）、B グループが 5.3 年（6.6 年）、C グル

ープが 8.3 年（9.7 年）、D グループが 8.5 年（8.9 年）であった。病院では、社会福祉施設に比べて

経験年数 10 年以上の者が多く、経験年数 3 年未満の者が少なかった。平均休業見込日数は、

A グループが 26.8 日（31.5 日）、B グループが 24.0 日（8.7 日）、C グループが 22.9 日（28.2 日）、

D グループが 26.7 日（30.5 日）であった。性別及び休業見込日数に関しては、A～D のグループ

間に有意差は認められなかった。 

 

表 3 社会福祉施設及び病院における業務上腰痛発生者の基本情報 

  

(A) 移乗介助
(n = 1,175)

(B) 移乗以外の介助
(n = 1,031)

(C) 移乗介助
(n= 238)

(D) 移乗以外の介助
(n = 278)

性別 0.104

男 312 (26.6) 246 (23.9) 74 (31.1) 68 (24.5)

女 863 (73.4) 785 (76.1) 164 (68.9) 210 (75.5)

年齢 0.002

<30歳 237 (20.2) 189 (18.3) 53 (22.3) 59 (21.2)

30–39歳 262 (22.3)# 251 (24.3) 69 (29.0) 76 (27.3)

40–49歳 289 (24.6) 281 (27.3) 54 (22.7) 78 (28.1)

50–59歳 230 (19.6) 199 (19.3) 42 (17.6) 54 (19.4)

≧60歳 157 (13.4)
* 111 (10.8) 20 (8.4) 11 (4.0)

#

経験年数 <0.001

<1年 310 (26.4)
* 237 (23.0) 45 (18.9) 40 (14.4)

#

1–3年 258 (22.0) 247 (24.0)
* 45 (18.9) 45 (16.2)

#

3–5年 136 (11.6) 149 (14.5) 28 (11.8) 37 (13.3)

5–10年 269 (22.9) 201 (19.5) 45 (18.9) 61 (21.9)

≧10年 202 (17.2)# 197 (19.1) 75 (31.5)* 95 (34.2)*

休業見込日数 0.443

4–7日 299 (25.4) 303 (29.4) 69 (29.0) 72 (25.9)

8–14日 335 (28.5) 303 (29.4) 75 (31.5) 79 (28.4)

15–30日 303 (25.8) 247 (24.0) 54 (22.7) 71 (25.5)

≧31日 238 (20.3) 178 (17.3) 40 (16.8) 56 (20.1)

p値：χ2検定．
*：χ2検定後の残差分析において調整済み標準化残差が≧1.96（p<0.05）．
#：χ2検定後の残差分析において調整済み標準化残差が≦－1.96（p<0.05）．

n (%)

社会福祉施設
(n = 2,206)

病院
(n = 516)

p値
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（2）介助場面及び介助方法ごとの業務上腰痛件数 

 表 4 に社会福祉施設及び病院における介助場面と介助方法ごとの業務上腰痛件数を示す。移

乗介助に伴った業務上腰痛は、社会福祉施設で 53.3%、病院で 46.1%、全体で 51.9%を占めた。

χ2 検定の結果、介助場面と介助方法の分布に有意差が認められた。残差分析の結果、食事にお

ける業務上腰痛の割合は、A グループが他のグループよりも多かった。入浴における業務上腰痛

の割合は、A・B・C グループが D グループよりも多かった。トイレ、立位、歩行、送迎、育児におけ

る業務上腰痛の割合は、B グループが他のグループに比べて多かった。おむつ交換、臥位、座位

における業務上腰痛の割合は、B・D グループが他のグループに比べて多かった。医療サポートに

おける業務上腰痛の割合は、D グループが他のグループに比べて多かった。その他の場面にお

ける業務上腰痛の割合は、A・C グループが他のグループよりも多かった。 

 

表 4 社会福祉施設及び病院における介助場面と介助方法ごとの業務上腰痛件数 

 

  

食事 入浴 トイレ
おむつ

交換
臥位 座位 立位 歩行 送迎

医療サ

ポート
保育 その他

社会福祉施設

(A) 移乗介助 57
*

(55.3)

213
(43.6)

149
(44.3)

16
#

(7.8)
0

#

(0.0)
0

#

(0.0)
0

#

(0.0)
0

#

(0.0)

14
(33.3)

3
#

(2.3)
0

#

(0.0)
723

*

(75.2)

1,175
(43.2)

(B) 移乗以外の介助 28
#

(27.2)

195
(40.0)

153
*

(45.5)
125

*

(60.7)
101

*

(58.7)
30

*

(78.9)
60

*

(87.0)
25

*

(96.2)
25

*

(59.5)

59
(45.0)

147
*

(98.0)
83

#

(8.6)

1,031
(37.9)

病院

(C) 移乗介助
8

(7.8)
49

(10.0)
20

(6.0)
5

#

(2.4)
0

#

(0.0)

0
(0.0)

0
#

(0.0)

0
(0.0)

0
#

(0.0)

16
(12.2)

0
#

(0.0)
140

*

(14.6)

238
(8.7)

(D) 移乗以外の介助
10

(9.7)
31

#

(6.4)
14

#

(4.2)
60

*

(29.1)
71

*

(41.3)
8

*

(21.1)

9
(13.0)

1
(3.8)

3
(7.1)

53
*

(40.5)
3

#

(2.0)
15

#

(1.6)

278
(10.2)

合計 103
(100)

488
(100)

336
(100)

206
(100)

172
(100)

38
(100)

69
(100)

26
(100)

42
(100)

131
(100)

150
(100)

961
(100)

2,722
(100)

件数 (%)

介助場面
合計

*：χ2検定後の残差分析において調整済み標準化残差が≧1.96（p<0.05）．
#：χ2検定後の残差分析において調整済み標準化残差が≦－1.96（p<0.05）．
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 表 5 に社会福祉施設及び病院における介助場面と介助方法ごとの休業見込日数を示す。休業

見込日数は、業務上腰痛の重症度と関連しており、日数が長いほど重度な腰痛であると考えられ

る。Kruskal–Wallis 検定及び Mann–Whitney U 検定の結果、食事及びその他における業務上腰

痛に伴う休業見込日数は、A グループが B グループに比べて長かった。おむつ交換における業

務上腰痛に伴う休業見込日数は、D グループが B グループに比べて長かった。一方、保育におけ

る業務上腰痛に伴う休業見込日数は、B グループが D グループに比べて長かった。また、B グル

ープでは、食事における業務上腰痛に伴う休業見込日数が、トイレ、立位、その他に比べて短かっ

た。しかし、それら以外で有意な差は認められなかった。 

 

表 5 社会福祉施設及び病院における介助場面と介助方法ごとの休業見込日数 

 

  

食事 入浴 トイレ
おむつ

交換
臥位 座位 立位 歩行 送迎

医療サ

ポート
保育 その他

社会福祉施設

(A) 移乗介助
21.5 ±

21.0
*1

23.5 ±
25.5

27.0 ±
29.6

26.4 ±
29.0

- - - -
32.9 ±
37.8

11.7 ±
4.0

-
28.2 ±

34.0
*1

26.8 ±
31.5

(B) 移乗以外の介助
12.9 ±

16.4
#

20.3 ±
26.5

26.5 ±
26.0

21.7 ±
24.0

27.8 ±
36.4

28.5 ±
33.6

30.8 ±
37.5

22.6 ±
25.2

31.0 ±
34.5

24.4 ±
29.0

22.0 ±

29.2
*3

25.3 ±
25.3

24.0 ±
28.7

病院

(C) 移乗介助
23.9 ±
25.6

21.3 ±
18.9

23.3 ±
28.3

29.4 ±
35.2

- - - - -
20.8 ±
16.9

-
23.4 ±
31.9

22.9 ±
28.2

(D) 移乗以外の介助 15.6 ±
12.1

21.6 ±
24.5

47.9 ±
53.5

30.2 ±

31.2
*2

28.4 ±
32.0

19.5 ±
17.8

31.6 ±
45.5

90.0 ±
0.0

20.0 ±
20.0

21.2 ±
24.0

5.0 ± 1.7
23.7 ±
20.4

26.7 ±
30.5

合計 18.8 ±
19.7

21.9 ±
25.2

27.4 ±
29.5

24.8 ±
27.0

28.1 ±
34.5

26.6 ±
31.0

30.9 ±
38.3

25.2 ±
28.0

30.8 ±
34.4

22.4 ±
25.4

21.7 ±
29.0

27.2 ±
32.9

25.4 ±
30.1

平均値±標準偏差
介助場面

合計

*1
: A > B, 

*2
: D > B, 

*3
: B > D（p  < 0.05）．

#
: 食事 < トイレ，立位，その他（p  < 0.05）．
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 図 1 に介助方法及び介助場面に関するコレスポンデンス分析図を示す。この図の縦軸は施設の

種類（病院－社会福祉施設）、横軸は介助方法（移乗介助－移乗以外介助）と名付けた。図中の

点線円は、階層クラスター分析の結果に基づいた 3 つのカテゴリーを示している。階層クラスター

分析の結果、社会福祉施設及び病院における移乗介助は、同一カテゴリーに分類され、図の左側

に位置し、食事、入浴、トイレ、その他の介助場面と関連した（A グループ、C グループ）。社会福祉

施設における移乗以外の介助は、図の右下に位置し、座位、立位、歩行、送迎、保育の介助場面

と関連した（B グループ）。病院における移乗以外の介助は、図の右上に位置し、おむつ交換、臥

位、医療サポートの介助場面と関連した（D グループ）。 

 

 

図 1 介助方法及び介助場面に関するコレスポンデンス分析図 

点線円は階層クラスター分析の結果に基づいたカテゴリー 

A グループ：社会福祉施設での移乗介助 

B グループ：社会福祉施設での移乗以外の介助 

C グループ：病院での移乗介助 

D グループ：病院での移乗以外の介助 

  

−2

2

−2 2

その他 食事

入浴

トイレ

送迎

保育
歩行

立位

座位

おむつ交換

臥位

医療
サポート

介助場面
施設/病院での介助方法

Aグループ

Cグループ

移乗
介助

移乗
介助
以外

病院

社会福祉施設

Bグループ

Dグループ
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（3）移乗元及び移乗先ごとの業務上腰痛件数 

 表 6 に社会福祉施設における移乗元及び移乗先別の業務上腰痛件数を示す。社会福祉施設

における移乗介助に伴った業務上腰痛は、ベッドから車いす（358 件）への移乗が最も多く、次い

で車いすからベッド（277 件）、トイレから車いす（47 件）、床から車いす（44 件）、車いすからトイレ

（41 件）、椅子から車いす（36 件）、車いすから椅子（32 件）と続いた。 

 

表 6 社会福祉施設における移乗元及び移乗先別の業務上腰痛件数 

 

 

  

ベッド 車いす 浴槽 床 トイレ 椅子
ストレッ

チャー
車 その他 計

ベッド 358
(33.0)

7
(0.6)

15
(1.4)

3
(0.3)

7
(0.6)

1
(0.1)

1
(0.1)

392
(36.1)

車いす 277
(25.5)

8
(0.7)

4
(0.4)

9
(0.8)

41
(3.8)

32
(2.9)

24
(2.2)

1
(0.1)

6
(0.6)

402
(37.0)

浴槽 7
(0.6)

7
(0.6)

12
(1.1)

11
(1.0)

37
(3.4)

床 36
(3.3)

44
(4.1)

1
(0.1)

1
(0.1)

6
(0.6)

10
(0.9)

2
(0.2)

100
(9.2)

トイレ 8
(0.7)

47
(4.3)

1
(0.1)

56
(5.2)

椅子 9
(0.8)

36
(3.3)

7
(0.6)

1
(0.1)

1
(0.1)

2
(0.2)

1
(0.1)

57
(5.2)

ストレッ

チャー
8

(0.7)
10

(0.9)
1

(0.1)
2

(0.2)
2

(0.2)
23

(2.1)

車 1
(0.1)

5
(0.5)

6
(0.6)

その他 4
(0.4)

3
(0.3)

3
(0.3)

1
(0.1)

2
(0.2)

13
(1.2)

計 350
(32.2)

518
(47.7)

22
(2.0)

11
(1.0)

63
(5.8)

62
(5.7)

35
(3.2)

4
(0.4)

21
(1.9)

1,086
(100)

件数 (%)

移乗先

移

乗

元

空欄部分は"0 (0.0)"
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表 7 に病院における移乗元及び移乗先別の業務上腰痛件数を示す。病院における移乗介助

に伴った業務上腰痛は、ベッドから車いす（81 件）への移乗が最も多く、次いで車いすからベッド

（51 件）、ベッドからストレッチャー（17 件）と続いた。 

 

表 7 病院における移乗元及び移乗先別の業務上腰痛件数 

 

 

  

ベッド 車いす 浴槽 床 トイレ 椅子
ストレッ

チャー
車 その他 計

ベッド 81
(37.5)

5
(2.3)

17
(7.9)

1
(0.5)

104
(48.1)

車いす 51
(23.6)

1
(0.5)

2
(0.9)

2
(0.9)

4
(1.9)

2
(0.9)

3
(1.4)

65
(30.1)

浴槽 1
(0.5)

1
(0.5)

床 4
(1.9)

3
(1.4)

1
(0.5)

2
(0.9)

1
(0.5)

11
(5.1)

トイレ 2
(0.9)

7
(3.2)

9
(4.2)

椅子 2
(0.9)

1
(0.5)

3
(1.4)

ストレッ

チャー
1

(0.5)
2

(0.9)
1

(0.5)
4

(1.9)

車 7
(3.2)

2
(0.9)

1
(0.5)

4
(1.9)

2
(0.9)

16
(7.4)

その他 2
(0.9)

1
(0.5)

3
(1.4)

計 65
(30.1)

98
(45.4)

1
(0.5)

1
(0.5)

7
(3.2)

4
(1.9)

30
(13.9)

3
(1.4)

7
(3.2)

216
(100)

件数 (%)

移乗先

移

乗

元

空欄部分は"0 (0.0)"
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（4）業務上腰痛件数の発生状況 

 社会福祉施設及び病院における業務上腰痛の発生状況を曜日別にみると、各グループとも月

曜日に比較的多く発生していた（表 8）。しかし、χ2 検定の結果、曜日別の業務上腰痛に有意差は

認められなかった。 

 

表 8 社会福祉施設及び病院における業務上腰痛の発生曜日 

 
 

  

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 合計

社会福祉施設

(A) 移乗介助
222

(44.4)
185

(42.4)
148

(38.6)
189

(44.1)
190

(42.2)
137

(46.8)
104

(45.0)
1,175
(43.2)

(B) 移乗以外の介助
174

(34.8)
171

(39.2)
143

(37.3)
173

(40.3)
173

(38.4)
114

(38.9)
83

(35.9)
1,031
(37.9)

病院

(C) 移乗介助
41

(8.2)
35

(8.0)
50

(13.1)
32

(7.5)
40

(8.9)
21

(7.2)
19

(8.2)
238
(8.7)

(D) 移乗以外の介助
63

(12.6)
45

(10.3)
42

(11.0)
35

(8.2)
47

(10.4)
21

(7.2)
25

(10.8)
278

(10.2)

合計 500
(100)

436
(100)

383
(100)

429
(100)

450
(100)

293
(100)

231
(100)

2,722
(100)

件数 (%)
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発生時間別の業務上腰痛は、χ2 検定の結果、有意差が認められた（表 9）。全グループにおい

て、業務上腰痛は 9:00～11:59 の間に多く発生していた。残差分析の結果、A グループは 6:00～

6:59、7:00～7:59、13:00～13:59、B グループは 00:00～00:59、2:00～02:59、10:00～10:59、D グ

ループは 3:00～3:59、9:00～9:59、20:00～20:59 の時間帯に他のグループよりも多く発生していた。 

 

表 9 社会福祉施設及び病院における業務上腰痛の発生時間 

 

00:00-
00:59

01:00-
01:59

02:00-
02:59

03:00-
03:59

04:00-
04:59

05:00-
05:59

06:00-
06:59

07:00-
07:59

社会福祉施設

(A) 移乗介助
1

(11.1)
1

(16.7)
4

(25.0)
3

(21.4)
8

(42.1)
17

(47.2)
27*

(62.8)
55*

(53.9)

(B) 移乗以外の介助 7*

(77.8)

3
(50.0)

12*

(75.0)

7
(50.0)

8
(42.1)

12
(33.3)

12
(27.9)

32
(31.4)

病院

(C) 移乗介助
0

(0.0)
1

(16.7)
0

(0.0)
0

(0.0)
2

(10.5)
3

(8.3)
3

(7.0)
5

(4.9)

(D) 移乗以外の介助
1

(11.1)
1

(16.7)
0

(0.0)
4*

(28.6)

1
(5.3)

4
(11.1)

1
(2.3)

10
(9.8)

合計 9
(100)

6
(100)

16
(100)

14
(100)

19
(100)

36
(100)

43
(100)

102
(100)

08:00-
08:59

09:00-
09:59

10:00-
10:59

11:00-
1159

12:00-
12:59

13:00-
13:59

14:00-
14:59

15:00-
15:59

社会福祉施設

(A) 移乗介助
93

(49.2)
124

(38.6)
157#

(35.4)

175
(46.7)

56
(44.4)

82*

(52.2)

91
(43.5)

78
(43.8)

(B) 移乗以外の介助 73
(38.6)

119
(37.1)

188*

(42.4)
123#

(32.8)

49
(38.9)

57
(36.3)

72
(34.4)

61
(34.3)

病院

(C) 移乗介助 13
(6.9)

30
(9.3)

47
(10.6)

38
(10.1)

13
(10.3)

10
(6.4)

20
(9.6)

20
(11.2)

(D) 移乗以外の介助 10#

(5.3)
48*

(15.0)

51
(11.5)

39
(10.4)

8
(6.3)

8#

(5.1)

26
(12.4)

19
(10.7)

合計 189
(100)

321
(100)

443
(100)

375
(100)

126
(100)

157
(100)

209
(100)

178
(100)

16:00-
16:59

17:00-
17:59

18:00-
18:59

19:00-
19:59

20:00-
20:59

21:00-
21:59

22:00-
22:59

23:00-
23:59

合計

社会福祉施設

(A) 移乗介助
55

(43.3)
42

(42.9)
46

(47.4)
27

(48.2)
7#

(20.6)

11
(42.3)

8
(40.0)

7
(33.3)

1,175
(43.2)

(B) 移乗以外の介助 55
(43.3)

39
(39.8)

38
(39.2)

21
(37.5)

16
(47.1)

8
(30.8)

7
(35.0)

12
(57.1)

1,031
(37.9)

病院

(C) 移乗介助 11
(8.7)

6
(6.1)

7
(7.2)

2
(3.6)

4
(11.8)

2
(7.7)

1
(5.0)

0
(0.0)

238
(8.7)

(D) 移乗以外の介助 6#

(4.7)

11
(11.2)

6
(6.2)

6
(10.7)

7*

(20.6)

5
(19.2)

4
(20.0)

2
(9.5)

278
(10.2)

合計 127
(100)

98
(100)

97
(100)

56
(100)

34
(100)

26
(100)

20
(100)

21
(100)

2,722
(100)

件数 (%)

件数 (%)

件数 (%)

*：残差分析における標準済み残差が≥1.96 (p  < 0.05)．
#：残差分析における標準済み残差が≤－1.96 (p  < 0.05)．
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 作業人数別の業務上腰痛は、χ2 検定の結果、有意差が認められた（表 10）。全グループにおい

て、業務上腰痛は 1 人作業にて多く発生しており、全体の 84.5%を占めた。残差分析の結果、A・

C グループでは、他のグループと比較して、2 人以上作業での発生が多くかった。一方、B グルー

プでは、他のグループと比較して、1 人作業での発生が多かった。 

 

表 10 社会福祉施設及び病院における業務上腰痛発生時の作業人数 

 
 

 介助作業では移乗用福祉用具の利用が腰痛予防に繋がることから、その利用状況について確

認した。その結果、移乗用福祉用具の使用中に業務上腰痛が発生した件数は、わずか 6 件であっ

た。その内訳は、リフト使用中に 1 件、スライディングシート使用中に 2 件、スライディングボード使

用中に 3件であった。これらの作業では、移乗介助において作業者が不適切な姿勢をとっていた。 

  

1人作業 2人以上作業 合計

社会福祉施設

(A) 移乗介助 928
#

(40.4)
247

*

(58.4)

1,175
(43.2)

(B) 移乗以外の介助 974*

(42.4)
57#

(13.5)

1,031
(37.9)

病院

(C) 移乗介助 165#

(7.2)
73*

(17.3)

238
(8.7)

(D) 移乗以外の介助
232

(10.1)
46

(10.9)
278

(10.2)

合計 2,299
(100)

423
(100)

2,722
(100)

件数 (%)

*：残差分析における標準済み残差が≥1.96（p  < 0.05）．
#：残差分析における標準済み残差が≤－1.96（p  < 0.05）．
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Ⅲ．総括 

Ⅲ－1．業務上腰痛の重症度と重量値の関係 

 ①の解析では、持ち上げ・下げ及び運搬作業における重量値が、休業見込日数で表される災害

性腰痛の重症度に及ぼす影響について検討した。その結果、重量値は 30 日以下の休業見込日

数と関連しなかった。しかし、31 日以上の長期休業とは関連し、特に 30kg 以上の重量物を取扱う

労働者は長期休業が顕著に現れた。 

 急性腰痛である災害性腰痛の発症メカニズムは未だ不明であるものの、痛みの主な原因として

椎間板 1,2)、椎間関節 3)、仙腸関節 4,5)、筋・筋膜 6,7)の損傷又は炎症等があると考えられている。ま

た、生体力学的研究では、取扱い重量が増えると腰部椎間板圧縮力が高まり、椎間板、椎間関節、

仙腸関節及びそれらに関連する筋膜への損傷を悪化させる可能性があると報告されている 8-11)。こ

れらのことから、取扱う重量の増加は、これらの構造への負荷が大きくなることで深刻な損傷に発展

し、腰痛の重症化や長期休業につながると示唆される。 

一方、30 日以下の休業見込日数と取扱う重量値の間に有意な関係は認められなかった。我が

国においては、休業見込日数を決めるための標準化されたガイドライン等はない。一般的には、医

師が患者と相談しながらその日数を決定している。ぎっくり腰と呼ばれる急性腰痛症は、通常数日

から 4 週間以内に治まるが 12,13)、場合によっては 1 か月以上続くこともある 14-16)。この長期化する

原因は明確ではないが、椎間板ヘルニア 17)、脊柱管狭窄症 18)、骨粗鬆症による圧迫骨折 19)等の

併発に加え、心理的及び心理社会的要因 20,21)の関与が考えられている。これらの点を明らかにす

るにはさらなる研究が必要であるが、少なくとも 30 日以内の腰痛は、取扱い重量に大きな影響を受

けないと思われる。 

多項ロジスティック回帰分析の調整変数のうち、年齢および業種は、31 日以上の長期休業と有

意に関連した。この長期休業のオッズ比は年齢とともに増大し、60 歳以上の労働者では、重い重

量物をあまり取扱っていないにも関わらず、最も高いリスクを示した。これは、加齢による脊柱の変

性が原因になっていると思われる 22-27)。業種に関しては、製造業と比較して、建設業及び接客娯

楽業において腰痛の重症化リスクが高かった。製造業では、自動化によって手作業による荷物の

取扱いが減少している。一方、建設業では、いまだに人力での重量物の運搬や持ち上げ・下げが

行われている。また、接客娯楽業においても、狭い空間で食品やアルコール飲料等を人力で持ち

上げる作業が行われている。これらの作業は、体力や筋力が衰えている高年齢労働者において負

担の大きな作業となる。したがって、建設業及び接客娯楽業において重量物の持ち上げや運搬作

業に従事する高年齢労働者は、重度の腰痛を発生させるリスクが高いと思われる。 

以上のことから、重い重量物の持ち上げや運搬は、31 日以上の長期休業と関連しており、特に

30kg 以上の重量物の取扱いにおいては顕著であった。30kg 以上の重量物の取扱いは、災害性

腰痛を重症化させ、長期休業につながるリスクが高いと示唆される。この対策としては、自動化、荷
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物の細分化、複数人での作業等により、人力での取扱い重量を軽減する工夫が必要と考える。 

 

Ⅲ－2．業務上腰痛の発生に関わる介助作業 

 ②の解析では、社会福祉施設及び病院における業務上腰痛の発生に関わる介助作業について

検討した。 

（1）社会福祉施設及び病院における移乗介助 

  社会福祉施設及び病院における業務上腰痛の約半数は、移乗介助において発生していた。コ

レスポンデンス分析の結果、社会福祉施設及び病院における移乗介助は、同一カテゴリーに分類

され、入浴、トイレ、食事、その他の介助場面と関連した。残差分析の結果、業務上腰痛の割合が

多い介助場面は、社会福祉施設が食事、入浴、その他の場面、病院が入浴とその他の場面であ

った。これらの結果から、社会福祉施設及び病院における移乗介助に伴う業務上腰痛は、その他

を除くと、入浴、トイレ、食事の介助場面において主に発生していたと考えられる。 

 これまでに、移乗介助における介助場面と業務上腰痛との関係を調査した研究はほとんどない。

これは、入浴、トイレ、食事に伴う移乗介助を区分することなく、「移乗介助」としてまとめられていた

ためである。しかし、入浴施設や居室で行う移乗介助は、環境や使用できる福祉用具等も異なる。

このことから、本報告では、移乗介助における様々な介助場面に着目した。厚生労働省では、

2004 年の業務上腰痛を用いて、社会福祉施設における移乗介助中の介助場面について解析し

ている（以下、厚生労働省報告と記載。）28)。これによると、社会福祉施設における移乗介助に伴う

業務上腰痛は 65.1%を占め、その内、その他の場面（44.6%）を除くと、入浴（29.5%）、トイレ

（16.1%）、食事（6.7%）の介助場面において業務上腰痛が多く発生していた（附表 1）。本報告の社

会福祉施設における結果は、これと一致する。 

 一方、病院に関しては、介助場面と業務上腰痛との関係を調査した研究はない。入院中の患者

は、社会福祉施設の要介護者よりも一般的にベッドで過ごす時間が長く、かつ移乗回数が少ない。

このことから、病院における移乗介助による業務上腰痛は、社会福祉施設よりも少なかった。しかし、

病院においても患者に対して入浴、トイレ、食事に伴った移乗介助は行われている。したがって、さ

らなる検討は必要であるが、病院においても社会福祉施設と同様に、入浴、トイレ、食事に伴った

移乗介助は、業務上腰痛に関連すると思われる。 

 

（2）社会福祉施設における移乗以外の介助 

コレスポンデンス分析の結果、社会福祉施設における移乗以外の介助と座位、立位、歩行、送

迎、保育の 5 つの介助場面との間に関連が認められた。また、残差分析の結果、業務上腰痛の割
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合が多い介助場面は、入浴、トイレ、おむつ交換、臥位、座位、立位、歩行、送迎、保育であった。

これらの結果から、社会福祉施設の移乗以外の介助において業務上腰痛と関連した介助場面は、

入浴、トイレ、おむつ交換、臥位、座位、立位、歩行、送迎、保育と考えられる。 

厚生労働省報告 28)によると、移乗以外の介助場面は、その他の場面（34.2%）を除くと、保育

（20.0%）、入浴（18.3%）、トイレ（10.8%）、おむつ交換（10.8%）が多かった（附表 1）。厚生労働省報

告 28)における介助場面は、臥位、座位、立位、歩行、送迎、医療サポートの分類はなく、これらは

その他の場面にまとめられていた。したがって、この点を除けば、本報告の結果は厚生労働省報告

28)と一致する。 

先行研究では、入浴介助 29-34)、トイレ介助 29-33,35)、おむつ交換 29,30,35,36)、臥位介助 29,32)、立位

介助 37)、保育 38-40)が、介護士にとって大きな作業負担になっていると報告されている。一方、座位

介助、歩行介助、送迎に伴う介助において、作業負担が大きいとの報告はない。しかし、座位介助

は、要介護者を持ち上げたり、正しい姿勢を保つために姿勢を調整したりする必要がある。歩行介

助は、転倒を防止するために要介護者を支え、急に身体に力を入れることがある。送迎に伴う介助

は、要介護者の車への乗り降りや着座させるために、不適切な作業姿勢や人力での持ち上げが必

要になることがある。これらの作業は、介護士の腰部負担を増大させる。したがって、入浴介助、ト

イレ介助、おむつ交換、臥位介助、座位介助、立位介助、歩行介助、送迎に伴う介助、保育は、社

会福祉施設における業務上腰痛の発生に関わる介助作業と思われる。 

 

（3）病院における移乗以外の介助 

 コレスポンデンス分析の結果、病院における移乗以外の介助とおむつ交換、臥位、医療サポート

の介助場面との間に関連が認められた。また、残差分析の結果、業務上腰痛の割合が多い介助

場面は、これら 3 つの介助場面に加え、座位の介助場面であった。これらの結果から、病院の移乗

以外の介助において業務上腰痛と関連した介助場面は、おむつ交換、臥位、座位、医療サポート

と考えられる。 

 入院患者の多くはベッド上で過ごす時間が長く、自由に動くことができないため、病院では移乗

以外の介助に関連する業務上腰痛の発生が社会福祉施設に比べて少なかった。厚生労働省報

告 28)では病院を対象とした解析は行われていないが、先行研究ではおむつ交換 41,42)、臥位介助

41-47)、医療サポート 42,43)が、看護師の腰部負担を増大させると報告されている。一方、座位介助と

腰部負担の関係を検討した先行研究はない。しかし、座位介助は、患者を正しい姿勢に調整する

ために患者を持ち上げたり、不適切な作業姿勢を取ったりすることがあるため、看護師の腰部負担

は大きいと考えられる。したがって、おむつ交換、臥位介助、座位介助、医療サポートは、病院に

おける業務上腰痛の発生に関わる介助作業と思われる。 
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（4）社会福祉施設における移乗元及び移乗先 

 社会福祉施設における移乗介助に伴った業務上腰痛は、ベッドから車いす、車いすからベッド、

トイレから車いす、床から車いす、車いすからトイレ、椅子から車いす、車いすから椅子において多

く発生していた。厚生労働省報告 28)によると、社会福祉施設での移乗介助に伴った業務上腰痛は、

主にベッドから車いす（23.7%）、車いすからベッド（19.6%）、車いすから車いす（8.5%）、床から車

いす（4.9%）、車いすからトイレ（3.6%）であった（附表 2）。しかし、この報告では、移乗元及び移乗

先に椅子という区分はなく、車いすに分類されていた。この分類の違いを考慮すると、本報告の結

果は厚生労働省報告 28)と一致する。 

 先行研究では、特にベッドと車いす間及び車いすとトイレ間の移乗において腰部負担が大きいと

報告されている 29,30)。一方、床から車いす、椅子から車いすへの移乗において腰部負担が大きい

との報告はない。しかし、要介護者を床から車いすに移乗させる介助は、転倒したり床に座ったりし

た場合に頻繁に行われている。この多くの場合、介護士は不適切な作業姿勢にて、要介護者を人

力で持ち上げている。また、車いすと椅子間の移乗介助は、本報告において主に浴室や共用エリ

アで発生していた。浴室では、要介護者を車いすからシャワーチェアやシャワーキャリーに移乗さ

せる作業が頻繁に行われていた。共用エリアでは、要介護者を車いすからソファに移乗させる作業

が多く行われていた。これらのことから、社会福祉施設において抽出された移乗元及び移乗先は、

作業そのものの負担の大きさに加え、作業頻度の影響も多分に含まれていると思われる。 

 

（5）病院における移乗元及び移乗先 

 病院における移乗介助に伴った業務上腰痛は、社会福祉施設に比べて相対的に少ないものの、

ベッドから車いす、車いすからベッド、ベッドからストレッチャーにおいて多く発生していた。厚生労

働省報告 28)では病院を対象にした解析は行われていないが、先行研究ではベッドと車いす間及

びベッドとストレッチャー間の移乗において腰部負担が大きいと報告されている 44)。これらの移乗

介助では、不適切な作業姿勢が強いられ、また人力で患者を持ち上げなければならない。このこと

から、病院において抽出された移乗元及び移乗先は、作業そのものの負担の大きさが主に影響し

ていると思われる。 

 

（6）優先的に取り組むべき課題と腰痛予防対策 

 社会福祉施設及び病院における業務上腰痛の多くは、移乗介助において発生しており、特に食

事、入浴、トイレ介助中に多かった。これらの結果は、介護や看護において、移乗介助が業務上腰

痛の主要なリスク要因とした先行研究 27,29,48-51)と一致する。移乗用福祉用具は、移乗介助時の身

体的負担を軽減することが知られている 52-54)。しかし、我が国ではその使用が依然として限定的で
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ある 29,55-57)。本報告においても、移乗用福祉用具が使用されていたのはわずか 6 件にとどまって

おり、人力作業による移乗介助が依然として一般的であることを表していると思われる。以上のこと

から、食事、入浴、排泄といった移乗介助において、移乗用補助機器の活用を一層推進すること

が、効果的な腰痛予防対策になると思われる。また、多くの業務上腰痛は、1 人作業中に発生して

いたことから、2 人以上での作業を推進することも、腰痛リスクの低減につながると考えられる。職場

では、福祉用具を使用する作業と複数人で行う作業をあらかじめ決めておくことが有用と思われる。 

社会福祉施設では、移乗以外の介助である入浴、トイレ、保育、オムツ交換、臥位、立位、座位、

歩行、送迎においても業務上腰痛が多く発生しており、特に日勤帯の 1 人作業で多かった。この

結果は、腰痛予防対策を移乗介助に限定すべきではないことを示唆している。これらの対策として

は、介護士同士の共同作業の推進、作業に応じた適切な福祉用具の導入、作業姿勢の改善やボ

ディメカニクスの活用などが考えられる。 

病院では、主に移乗以外の介助である臥位、オムツ交換、医療サポート、座位において業務上

腰痛が発生し、特に日勤帯の 1 人作業で多かった。この対策としては、人員配置の再検討、ベッド

高さの調節、作業姿勢の改善、看護環境の整備といった対策が有用と考えられる。 

これらの調査結果を総括すると、福祉用具の導入、人間工学的な改善、作業者間の協力を推進

し、腰痛リスクの高い介助活動である移乗介助や 1 人作業に対する予防戦略を優先的に実施する

必要があると思われた。 
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Ⅴ．附図・附表 

 附図 1  ①の解析対象者選定フローチャート 

 附図 2  ②の解析対象者選定フローチャート 

 附表 1 平成 16 年の社会福祉施設における介助場面及び介助方法ごとの業務上腰痛件数 

 附表 2 平成 16 年の社会福祉施設における移乗元及び移乗先別の業務上腰痛件数 
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附図 1 ①の解析対象者選定フローチャート 

  

災害性の業務上腰痛：2,418 cases
• 2018年：1,219件
• 2019年：1,199件

業務上疾病（休業4日以上）：16,994件
• 2018年：8,684件
• 2019年：8,310件

重量<10kgの取扱い：
439件
• 2018年：222件
• 2019年：217件

重量10–20kgの取扱い：
898 件
• 2018年：434件
• 2019年：464件

重量20–30kgの取扱い：
611件
• 2018年：320件
• 2019年：291件

重量≧30kgの取扱い：
470件
• 2018年：243件
• 2019年：227件

除外：
• 腰痛以外の疾病：6786件

災害性・非災害性の業務上腰痛：10,208件
• 2018年：5,043件
• 2019年：5,165件 除外：

• 重複：20件
• 記載不十分：335件
• 重量値の未記載：2,623件
• 持ち上げ・下げ，運搬以外の
作業：4,802件

• 非災害性腰痛：10件



27 
 

 

 

 

附図 2 ②の解析対象者選定フローチャート 

  

業務上疾病（休業4日以上）：16,994件
• 2018年：8,684件
• 2019年：8,310件

除外：
• 腰痛以外の疾病：6786件

業務上腰痛：10,208件
• 2018年：5,043件
• 2019年：5,165件

社会福祉施設・病院の業務上腰痛：2,722件
• 2018年：1,289件
• 2019年：1,433件

除外：
•重複：20件
•介護，看護，保育以外の
作業：7,330件

•社会福祉施設，病院
以外：113件

•介助内容が不明：23 件

社会福祉施設：2,206件
• 2018年：1,045件
• 2019年：1,161件

病院：516件
• 2018年：244件
• 2019年：272件

(C) 移乗介助：
238件
• 2018年：111件
• 2019年：127件

(D) 移乗以外の介助：
278件
• 2018年：133件
• 2019年：145件

(A) 移乗介助：
1,175件
• 2018年：561件
• 2019年：614件

(B) 移乗以外の介助：
1,031件
• 2018年：484件
• 2019年：547件
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附表 1 平成 16（2004）年の社会福祉施設における 

介助場面及び介助方法ごとの業務上腰痛件数 

 
  

食事 入浴
排泄

（トイレ）

おむつ

交換

その他

（移乗以

その他

（移乗）
保育

社会福祉施設

移乗介助 15
(68.2)

66
(75.0)

36
(73.5)

7
(35.0)

0
(0.0)

100
(100)

0
(0.0)

224
(65.1)

移乗以外の介助 7
(31.8)

22
(25.0)

13
(26.5)

13
(65.0)

41
(100)

0
(0.0)

24
(100)

120
(34.9)

合計 22
(100)

88
(100)

49
(100)

20
(100)

41
(100)

100
(100)

24
(100)

344
(100)

厚生労働省通達（平成20年2月6日）「職場における腰痛発生状況の分析について（平成16年）」の別添（第2表）より作成

件数 (%) 合計

介助場面
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附表 2 平成 16（2004）年の社会福祉施設における移乗元及び移乗先別の業務上腰痛件数 

 

ベッド 車いす 浴槽 床 トイレ その他 計

ベッド 5
(2.2)

53
(23.7)

5
(2.2)

0
(0.0)

7
(3.1)

3
(1.3)

73
(32.6)

車いす 44
(19.6)

19
(8.5)

1
(0.4)

2
(0.9)

8
(3.6)

8
(3.6)

82
(36.6)

浴槽 3
(1.3)

4
(1.8)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

14
(6.3)

21
(9.4)

床 1
(0.4)

11
(4.9)

2
(0.9)

1
(0.4)

6
(2.7)

4
(1.8)

25
(11.2)

トイレ 2
(0.9)

5
(2.2)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

0
(0.0)

7
(3.1)

その他 2
(0.9)

9
(4.0)

1
(0.4)

0
(0.0)

4
(1.8)

0
(0.0)

16
(7.1)

計 57
(25.4)

101
(45.1)

9
(4.0)

3
(1.3)

25
(11.2)

29
(12.9)

224
(100)

件数 (%)

移乗先

移

乗

元

厚生労働省通達（平成20年2月6日）「職場における腰痛発生状況の分析について（平成16年）」の別

添（第5表）より作成


